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　母子1i!:帯に対する所得保障については、これまで平均的な母子世滸力扮析対象となって

いたため、様々な年齢階層、所得階層に属する離別母子世帯と死別母子世帯に所得保障制

度がどのようにかかわっいるか、これらの＼mの間で所得保障の格差かどれくらしヽ生じて

いるかについて論じられることは少なかった。また、所得保障制度の変更により母子世帯

の貧困胴まどう推移しているかが示されることもなかった。そこで、これらの点を明らか

にすることがここでの目的である。

　その方法は以下のとおりである。まず母子世帯貧困率は、『生活保護手帳』、『厚生行

政基礎調査報告』、『国民生活基礎調査』を用いて年齢階級、世帯人員を考慮した最｛邸呆

障額を求め、そｵ以下の所得にある母子世帯数を全母引回掛（で割るという方法で1972年

から1991年の推tf値を出した。次に、年齢階級、所得階級別の離別母子世帯と死別母子世

帯に対する所得保険圓度については、遺族年金、児童扶養手当、寡婦控除を通じての給付

を考慮することによって、２つの世帯の間にどのような格差力性じているかをみた。

　その結果、①生活保護を受給する母子世帯が減少している二方で、貧困剰ま近年iO％台

という高い割合で推移していること、醐U母子世帯と郷m子-肪滞{こMi-る制度力頌な

り、支給額のみならず所得制限や支給対象年齢も違うため、離別母子世帯と死別母子世帯

の間で所得保障において大きな格差力性じていること、③特に離別母子世帯は貧困から脱

出できない状況にあること、力朔らかになった。
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　　（目的）人口構造の高齢化やストヅク化に伴い，老後の生活保障をいかに行うかが重要な政策

　課題となっている。古典的なライフ・サイクルモデルによれば，代表的個人は勤労期に所得の一

　部を貯蓄し，老年期にこれを取り崩して生涯の消費を平準化する。個人が生涯を通じて蓄積する

　最人の資産は居住用不動産であり，実際に高齢者の多数は持ち家資産を所有している。すでに，

　持ち家資産に居住したまま必要な額だけ融資を行うシステムを導入している自治体もある。持ち

　家資産の活用に影響を与えている要因は何か。特に，家族に注目して分析を行う。

　　（方法）新宿から30キロ圏内に居住する30～(59歳の世帯主を対象に無作為抽出によるアン

　グート調査を実施した（主査：野口悠紀雄・一橋大学教授）。調査時期は1994年３月，配布枚

　数は2000枚，うち有効回答数は1318枚（有効回答率65,9％）である。

　　（結果）①持ち家資産の活用意向は，年齢，地域，現在の持ち家資産の取得方法や家族形態に

　よって異なる。概して，年齢が低いほど，資産価格が高いほど，相続によらない取得方法ほど，

　男の子供のいない家族ほど，活用意向が高くなる。②持ち家資産に居住したまま融資が受けられ

　るリバース・モーゲッジの活用意向は２割弱である。低い年齢，高い地価などが統計的に有意と

　なる。③高齢者住宅の活用意向は１割弱とリバース・モーゲッジより低い。これは，住み慣れた

　場所を離れることがマイナス要因となっている。

　　その他に，若年世代ほど，親世代が首都圏に持ち家資産を所有している割合が高くなる傾向に

　ある。首都圏において定住化傾向がみられることも明らかになった。
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